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おわりに
　ダリモン批判から始まった『要綱』の論理展開は、たしかに一個の論理必然性をもって「資本と労
働との交換」論にまで到達した。その際の貫串する基軸論理は、使用価値と価値との商品の内在的矛
盾を根拠とする価値の自立化過程の追跡であった。その価値の自立化を、貨幣章＝単純流通の場で流
通から流通外へ、そして貨幣そのものの総括的な限定へ、次に、資本の場で再度流通から流通外へ、
そして総括的な資本概念そのものの考察へと、いわぽ循環論的視角に従って追求したのであった。
　この過程において、単純流通での価値自立は形式的でしかなく資本においてはじめて価値自立が現
実に措定されうるものとされた。そのことは、単純流通で措定されたはずの諸範疇・諸関係が資本の
次元ではじめて現実的措定をうけることを含む。すなわち流通の流通としての措定、価値の価値とし
ての実現、現実的流通外価値離脱、価値と使用価値との関係の現実的措定、そして経済的形態関連の
現実性獲得などが含まれるのである。単純流通の諸範疇・諸関係を表面的・形式的と限定づけ、それ
が資本において現実的措定をうけるとすることは、資本という本質関係の表面上の形式として単純流
通を資本の編成の中に論理的に包摂することを意味する。かくして、単純流通の「単純」とは・前資
本制としての歴史的一段階を意味するのではなく、資本の運動の表層＝現象としての形式性と諸範躊
の単純性を意味するにほかならない。
　さて、かかる論理が貫く貨幣の資本への移行の中で何故に「資本と労働との交換」論が現れたのか
を総括的に確認しておこう。
　想起すれぽ『資本論』の「貨幣の資本への転化」章で初めてG－W－G範式が無前提に示され・そ
れが「その使命からすればすでに資本である1）」とすぐさま規定し、そζからG－W－G’という資本
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の一般範式を導出し商品交換法則法基準に分析してそこの中項たるWがG－W－G’範式を可能とさ
せる錠をにぎっているとする。そしてそのWは労働力商品にほかならないとし、その後にこの商品の
使用価値としての労働が範疇的に分離＝抽出されるという論理の組立てであった。ここではG－W－
Gを貨幣論終結後に提起し、それを資本として商品交換法則を基準として分析した結果、資本は労働
ではなくまずは労働力に対面したのである。
　　r要綱』の資本導出論理がこれと相違したこととなったのは、当然にもかの循環的価値自立化追求
の方法にその根拠を持つと思われる。この方法によってG－W－G範式は流通表面に存在する一切の
諸範躊、諸関係を提示し批判的に分析するとの要請のもとに、資本次元ではなく貨幣章において登場
した。さらにそこでの主課題は流通外価値自立の分析であり、G－W－G範式それ自体の分析は必要
ない。この方法においてはG－W－Gをすぐさま資本の運動と規定し、その範式それ自体を分析する
という手法はとられない。さらにこの方法によって資本章での資本概念の導出は、単純流通の形式性
との対比で資本における価値自立の現実的措定として語られ、G－W－G分析はなされえない。資本
である価値自立の現実的措定は、現実的流通外価値離脱として労働、さらに富の一般的形態としての
資本規定で資本＝対象化された労働に対立しうる唯一の非資本として生きた労働に、資本はこの論理
展開に乗って不可避に遭遇したのである。資本＝価値が己を己たらしめる非資本＝労働と結合する
時、商品の論理にのっとり、それは「資本と労働との交換」として現れたのである。
　最後に、『資本論』では商品交換法則を基準とすることによってG－W－GからG－W－G’へ、そ
して労働力商品の検出へと向ったが、『要綱』では商品交換法則を基準としなかった。商品交換法則
を基準とする場合、G－W－Gは資本の次元でのみ提起しなくてはならないからである。『要綱』で商
品交換法則を範式分析の基準としなかったのは、かの基本論理にぼかり理由があるのではない。『要
綱』ではダリモン理論を素材に現存貨幣流通の批判的分析から開始されたのであり、商品から始まり
貨幣に展開する自立的価値の分析を主軸に、いわぽ前提確認を明示することなく叙述は進められ、資
本制＝ブルジョア社会を前提とすることはようやく資本章に入って確認されることとなっていた。そ
れと異なり、『資本論』ではその端初に「資本制的生産様式が支配的に行われる諸社会の富は一の『彪
大な商品集聚』として現象し、個々の商品はかかる富の原基形態として現象する2）。」と前提を確認す
る。このことは、資本制という自己完結的な一個の社会と、そこで商品の論理がすみずみにまで汎通
することを前提することなのであり、商品交換法則を貫く基準とする意志の表明でもあったと言えよ
う。だからこの基準法則に矛盾し無意味とさえ思われるG－W－Gは、自己増殖する価値たる資本の
場でのみ、すでに資本であるとの規定をうけて語りうるのであった。
　以上の『資本論』との相違によって『要綱』はすでに本論で示した様に、資本生成論中に不可避に
「資本と労働との交換」論を据え置いたのである。資本制的再生産構造分析たるr資本論』と、恐慌
にまで連続的かつ一気に叙述せんとする循環的価値自立追求主軸のr要綱』・との差異を看取すべきで
あろう。
　かくして、本稿は、r要綱』の場から原理的賃労働論構築に努力される松原昭、荒又重雄両教授等
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の先学の業積へ接近・連繋することともなる3）。
注　1）
　　2）
　　3）
K．マルクス『資本論』長谷部文雄訳、青木文庫版、第1部第2分冊、p．284．
同上第1部第1分冊、p．113。
松原昭『労働の経済学』早大出版部、昭和40年12月、荒又重雄『賃労働の理論』亜紀書房、1968年6
月、等を参照。なお本稿は佐藤金三郎氏の先駆的業積（「『経済学批判要綱』における「貨幣の資本への
移行」について」大阪市立大学『経済学年報』第18号、昭和38年6月）に学びつつも、批判的見地を対
置したものである。
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